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第４７５回島根県議会提出議案等一覧

Ｒ３．２．１６提案分

議 案 名区 分 議案No

令和２年度島根県一般会計補正予算（第１０号）議 案 予算案 １

(25件)(56件)

令和２年度島根県中小企業制度融資等特別会計補正予算（第６号）２

令和２年度島根県一般会計補正予算（第１１号）３

令和２年度島根県臨港地域整備特別会計補正予算（第３号）４

令和２年度島根県流域下水道事業会計補正予算（第２号）５

令和３年度島根県一般会計予算６

令和３年度島根県公債管理特別会計予算 外１２特別会計予算７

～

１９ ７ 公債管理 ８ 証紙 ９ 総務事務集中処理

１０ 市町村振興資金 １１ あさひ社会復帰促進センター診療所

１２ 国民健康保険 １３ 母子父子寡婦福祉資金

１４ 農林漁業改善資金 １５ 中小企業近代化資金

１６ 中小企業制度融資等 １７ 中海水中貯木場 １８ 臨港地域整備

１９ 県営住宅

令和３年度島根県病院事業会計予算 外５事業会計予算２０

～

２０ 病院 ２１ 電気 ２２ 工業用水道 ２３ 水道 ２４ 宅地造成２５

２５ 流域下水道
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議 案 名区 分 議案No

新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対処するための職員の特殊勤条例案 ２６

務手当の特例に関する条例等の一部を改正する条例(24件)

人事院規則の改正を踏まえた次に掲げる条例における新型コロナウイルス感染症の定義

に係る規定の整理

①新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対処するための職員の特殊勤務手当の

特例に関する条例

②新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対処するための地方警察職員の特殊勤

務手当に関する条例

③新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対処するための県立学校の教育職員及

び市町村立学校の教職員の特殊勤務手当に関する条例

施行日：公布の日

島根県行政機関等設置条例の一部を改正する条例２７

水産振興を担う現場の体制を強化するため、地方機関の再編を行うことに伴う所要の改

正

①島根県行政機関等設置条例の一部改正

・水産事務所を農林振興センターと統合し、農林水産振興センターを２カ所に設置す

ること

・隠岐支庁水産局を同支庁農林局と統合し、同支庁農林水産局を設置することに伴う

支庁の事務の分掌に係る規定の整理

②職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正

・狂犬病予防作業等従事手当の支給対象となる職員の勤務所属を「農林振興セン

ター」から「農林水産振興センター」に改正

施行日：令和３年４月１日

会計年度任用職員の報酬、費用弁償及び期末手当支給条例の一部を改正する２８

条例

職員の給与に関する条例等の改正を踏まえた所要の改正

①会計年度任用職員の期末手当の支給割合の改正

支給月 改 正 前 改 正 後

６月 100分の120 100分の117.5

12月 100分の120 100分の117.5

②会計年度任用職員の報酬の上限額の改定

職員の種別 区分 改正前 改正後

資格免許を要する業務及び

それに準ずる業務に従事す 月額 159,300円 165,000円

る者

月額 199,200円 205,000円
相当の知識又は経験を必要

とする業務に従事する者

施行日：令和３年４月１日
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議 案 名区 分 議案No

島根県手数料条例の一部を改正する条例条例案 ２９

関係法令の改正等に伴い、県が徴収する手数料について所要の改正つづき

対象 改正内容

①覚せい剤取締法関係手数 覚せい剤取締法の改正に伴う引用する法律の題名及び

料 条項の整理

②医薬品、医療機器等の品 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保

質、有効性及び安全性の 等に関する法律等の一部を改正する法律の施行に伴う

確保等に関する法律関係 引用する条項の整理

手数料

③肥料取締法関係手数料 肥料取締法の改正に伴う引用する法律の題名及び条項

の整理

④家畜改良増殖法関係手数 (ア)家畜改良増殖法の一部を改正する法律の施行に伴

料 い、家畜人工授精所開設証の書換交付及び再交付

に係る手数料の新設（1,700円/件）

(イ)その他規定の整理

⑤都市の低炭素化の促進に (ア)建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

関する法律関係手数料 の一部を改正する法律の施行を踏まえた低炭素建

築物新設等計画の認定手数料等に係る非住宅部分

等の面積区分の分割

(イ)その他規定の整理

⑥建築物のエネルギー消費 (ア)建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

性能の向上に関する法律 の一部を改正する法律の施行に伴う建築物エネル

関係手数料 ギー消費性能適合性判定手数料等に係る非住宅部

分等の面積区分の分割

(イ)建築基準法に基づく完了検査時の検査に係る手数

料の新設

(ウ)その他規定の整理

施行日：①及び③公布の日

②公布の日

（一部は令和３年８月１日）

④～⑥令和３年４月１日

（一部は公布の日）

知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例３０

特定非営利活動促進法の一部を改正する法律の施行等に伴う所要の改正

①特定非営利活動促進法の一部を改正する法律の施行に伴う規定の整理

②組合等登記令の改正に伴う引用する条項の整理

施行日：①令和３年６月９日

②公布の日
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議 案 名区 分 議案No

島根県高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等に関する条例案 ３１

基準を定める条例の一部を改正する条例つづき

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等に関する基準を定める規則の

一部を改正する規則の施行に伴う規定の整理

施行日：令和３年４月１日

島根県地域医療再生臨時特例基金条例を廃止する条例３２

ドクターヘリ運航事業に要する経費として積み立てた基金に属する現金を全額取り崩す

ことに伴い、基金の設置を要しなくなることに伴う条例の廃止

施行日：令和３年４月１日

島根県国民健康保険財政調整基金条例３３

国民健康保険の財政の安定化に資する事業において、年度相互間における財源を調整す

る資金に充てるための基金を設置

施行日：公布の日
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議 案 名区 分 議案No

島根県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を条例案 ３４

定める条例等の一部を改正する条例つづき

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の改正に伴う関係条

例の所要の改正

改正対象条例

①島根県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例

②島根県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例

③島根県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

④島根県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

⑤島根県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

⑥島根県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例

⑦島根県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定め

る条例

⑧島根県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条

例

⑨島根県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例

共通する改正事項

・業務継続に向けた取組の強化

・感染症対策の徹底

・虐待防止の取組

・ハラスメント対策の強化

・利用者への説明・同意に係る見直し

・テレビ電話装置等の活用（会議や他職種連携におけるＩＣＴの活用）

・その他規定の整備

①及び②の主な改正事項

・サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス提供の確保

・地域と連携した災害への対応の強化

・認知症介護研修の受講の義務付け

③～⑨の主な改正事項

・地域と連携した災害への対応の強化

・認知症介護研修の受講の義務付け

・リスクマネジメントの強化

・ユニットの居室又は病室の設備の基準

・管理栄養士の配置

・栄養管理及び口腔衛生管理

施行日：令和３年４月１日
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議 案 名区 分 議案No

島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基条例案 ３５

づく指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準等をつづき

定める条例等の一部を改正する条例

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の改正に伴う所要の改正

改正対象条例

①島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例

②島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

③島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

④島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例

⑤島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

⑥島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

⑦島根県児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例

⑧島根県児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例

⑨島根県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

⑩島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例等の一部を改正する条例

⑪島根県児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例等の一部を改正する条例

①～⑨の主な改正事項

・虐待防止の取組

・感染症対策の徹底

・業務継続に向けた取組の強化

・地域と連携した災害への対応の強化

・ハラスメント対策の強化

・テレビ電話装置等の活用（会議や他職種連携におけるＩＣＴの活用）

・身体拘束の適正化

①～③及び⑥の主な改正事項

・身体的拘束等禁止の規定の追加

・効果的な就労支援に向けた対応

⑦～⑨の主な改正事項

・障がい児通所施設及び入所施設における人員等基準

⑩及び⑪の主な改正事項

・所要の経過措置

施行日：令和３年４月１日
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議 案 名区 分 議案No

島根県魚介類行商条例を廃止する条例条例案 ３６

食品衛生法等の一部を改正する法律の施行に伴う条例の廃止つづき

施行日：令和３年６月１日

食品衛生法施行条例３７

食品衛生法等の一部を改正する法律の施行に伴い、営業の施設の基準、ふぐ処理者試験

等について必要な事項を規定

①営業の施設の基準等の改正

・施設の共通する基準、営業ごとの基準及び生食用食肉又はふぐを取り扱う営業に係

る基準は、食品衛生法施行規則で定める基準の例によること。ただし、この基準に

より難い場合であって、特に公衆衛生上支障がないと認めるときは、基準を緩和で

きること。

・営業許可の業種区分見直し等に伴い、手数料を改めること。

②ふぐ処理者試験の創設等に関する改正

・ふぐ処理者に必要な知識及び技術を確認するための試験制度とすること。

・試験の合格者及び他の都道府県等のふぐ処理者の免許を有する者等に、島根県のふ

ぐ処理者の免許を与えること。

・所要の経過措置を規定すること。

施行日：令和３年６月１日

島根県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例３８

県立中央病院における病床数の見直しに伴う所要の改正

・一般病床 572床→522床

施行日：令和３年４月１日

島根県病院局職員定数条例の一部を改正する条例３９

医療の質の向上及び医療従事者の安定的確保を図るため職員定数の改正を行うもの

・職員数 1,033人→1,145人

施行日：令和３年４月１日
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議 案 名区 分 議案No

県立学校の職員定数条例及び市町村立学校の教職員定数条例の一部を改正条例案 ４０

する条例つづき

小学校、中学校及び義務教育学校の少人数学級編制基準の見直し、児童数及び生徒数

の変動等に伴う職員定数の改正

区 分 改正前 改正後

高等学校 教育職員 1,578人 1,563人

事務職員等 186人 186人

特別支援学校 教育職員 1,017人 994人

事務職員等 80人 80人

小中学校・義務教 教育職員 5,033人 5,026人

育学校 事務職員等 354人 355人

施行日：令和３年４月１日

島根県立青少年社会教育施設条例の一部を改正する条例４１

島根県立青少年社会教育施設の利用者の利便性の向上及び利用の促進を図るため所要の

改正を行うもの

・島根県立青少年の家の施設の使用料の新設

グラウンド（１時間につき470円）

施行日：令和３年４月１日

島根県家畜保健衛生所条例の一部を改正する条例４２

家畜伝染病予防法等の改正に伴う所要の改正

施行日：令和３年４月１日

島根県立農林大学校条例の一部を改正する条例４３

来島寮の新設に伴う所要の改正

・来島寮の寄宿舎使用料の新設（１月につき9,000円）

施行日：公布の日

島根県立産業高度化支援センター条例の一部を改正する条例４４

産業高度化支援センターの施設に係る使用承認期間及び使用料の見直しを行うととも

に、利用者の利便性の向上を図るため所要の改正を行うもの

施行日：令和３年４月１日
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議 案 名区 分 議案No

島根県立高等技術校条例の一部を改正する条例条例案 ４５

経済的理由によって授業料等の納付の困難な訓練生に対する支援を拡充するとともに職つづき

業能力開発促進法施行規則の一部を改正する省令の施行に伴い通信の方法による訓練の

実施方法について所要の改正を行うもの

施行日：令和３年４月１日

特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例４６

特定非営利活動促進法の一部を改正する法律の施行に伴う引用する条項の整理

施行日：令和３年６月９日

島根県国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催基金条例４７

第84回国民スポーツ大会及び第29回全国障害者スポーツ大会の開催に要する経費に充て

るための基金を設置

施行日：令和３年４月１日

島根県営住宅条例の一部を改正する条例４８

県営住宅を松江市に譲渡することに伴う所要の改正

・廃止する団地の名称：南廻山団地

施行日：令和３年４月１日

島根県建築基準法施行条例の一部を改正する条例４９

特殊建築物等の敷地と道路の関係に係る規定について所要の改正

・改正により規制対象として追加される用途

診療所、スキー場、障害者支援施設、地域活動支援センター等

施行日：令和３年４月１日

包括外部監査契約の締結について一 般 ５０

令和３年度における包括外部監査に係る外部監査人との契約事件案

・契約金額：15,829,000円を上限(７件)

・契約の相手方：中川 修 一（弁護士）
なかがわ しゆういち
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議 案 名区 分 議案No

直轄特定漁港漁場整備事業に対する県の負担について一 般 ５１

国が行う日本海西部地区直轄特定漁港漁場整備事業に係る県負担限度額を設定事件案

根拠法：漁港漁場整備法第20条第３項つづき

宍道湖流域下水道の維持管理に要する費用の市負担について５２

下水道法の規定に基づく宍道湖流域下水道の維持管理に係る市負担額の決定

東部処理区

・負担市：松江市、安来市

・負担期間：令和３年度

・負担額：資本費の金額に消費税及び地方消費税の税率を乗じて得た額の合計額

・単価：資本費 11,782,000円

西部処理区

・負担市：松江市、出雲市

・負担期間：令和３年度

・負担額：資本費の金額に消費税及び地方消費税の税率を乗じて得た額の合計額

・単価：資本費 85,205,000円

契約の締結について 一般県道斐川上島線（武部２工区）総合交付金５３

（改築）（仮称）武部トンネル工事

契約の方法：一般競争入札 契約金額：2,285,800,000円

工期：契約が成立した日の翌日から起算して792日目にあたる日まで

契約の相手方：フクダ・中筋組・平井建設特別共同企業体

施工場所：出雲市斐川町三絡～斐川町阿宮地内

契約の締結について 島根県土砂災害予警報システム整備事業 観測施５４

設更新工事

契約の方法：一般競争入札 契約金額：645,700,000円

工期：令和５年３月24日

契約の相手方：日本無線・和幸特別共同企業体

施工場所：県内一円

変更契約の締結について 波積ダム建設事業 波積ダム本体建設工事５５

変更契約金額：4,385,115,200円（238,531,880円増額）

工期：令和４年３月24日

契約の相手方：安藤・間・今岡工業・原工務所特別共同企業体

施工場所： 江津市波積町本郷地内
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議 案 名区 分 議案No

変更契約の締結について 島根県水防情報システム整備事業 観測施設一 般 ５６

更新工事事件案

変更契約金額：1,378,116,380円（61,596,380円増額）つづき

工期：令和３年３月25日

契約の相手方：日本無線・和幸特別共同企業体

施工場所： 県内一円

専決処分事件の報告について（権利の放棄） ２０件報 告 報告１

県立病院の診療料等に係る債権の放棄（３件）

放棄額：804,466円

専決処分事件の報告について（変更契約の締結） ２件報告２

・島根県営住宅（（仮称）浜田市浜田中央団地）建設（第１期建築）工事

805,229,700円（832,700円増額）

・二級河川十間川水系九景川安全な暮らしを守る県単河川緊急整備事業に伴う山陰本

線出雲神西・江南間 新川橋りょう改築工事

737,360,115円（5,205,885円減額）

専決処分事件の報告について（損害賠償） １０件報告３

・車両損傷事故 １件 賠償額合計 77,671円

・交通事故 ８件 賠償額合計 693,473円

・落石事故等 １件 賠償額合計 59,722円


